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Summary 

品質不祥事の原因をめぐる検討は行われてい

るが、その大部分は、エビデンスに基づかない

ジャーナリスティックな言及にとどまっている。

本研究では、Adorno (1950) 、Asch (1955)、

Milgram (1974)、岡本 (2001, 2005, 2007)、鎌田他 

(2003)、岡本・鎌田 (2006)、星野他 (2008) 等の

ホロコースト、権威主義的パーソナリティ、属

人思考等に関する研究のレビューを踏まえて導

出した企業不祥事の心理的構造から不正行為が

行われるまでのメカニズムを説明フレームワー

ク化し、品質不祥事に関する第三者委員会報告

書のテキストマイニングを実施した。その結果、

先行研究から導出された不正行為が行われるま

での説明フレームワークが概ね整合的であるこ

とがわかった。 
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世界一の品質を誇っていた日本企業において、

品質不祥事が頻発している。三菱自動車工業、

スズキ株式会社、日産自動車株式会社、株式会

社 SUBARU 等の自動車産業に加えて、株式会社

神戸製鋼所、三菱マテリアル株式会社、東レ株

式会社、日立化成株式会社など、つまりあらゆ

る産業で品質問題が生じている。伊藤 (2021) 

は、これらの品質不祥事は、「管理会計とけっし

て無縁ではない」(伊藤 2021, 33)とし、昨今の品

質不祥事の背後には「飽くなき原価低減活動が

影を落としている」(伊藤 2021, 34) と指摘して

いる。本稿では、管理会計と無縁ではない品質

不祥事の原因究明に示唆を与えることを目的と

し、岡本 (2001, 2005) の権威主義と属人思考に

注目する。そして、関連する先行研究も参考に

して企業不祥事の心理的構造を導出し、不正行

為が行われるメカニズムのフレームワーク化を

行う。そして、第三者委員会報告書を基にテキ

ストマイニングを行い、説明フレームワークの

整合性を確認する。 

 

Ⅱ-1 権威主義と属人思考研究 

多くの企業不祥事の調査に関与した岡本 

(2001, 2005) は、日本の企業不祥事の特徴とし

て権威主義と属人思考が背景にあると述べてい



 
 
 
 
 
 

『原価計算研究』 

 
 

る。権威主義の実例としては、ナチス・ドイツ

がおこなったユダヤ人に対する虐殺行為（以下

ホロコースト）や、第二次世界大戦時に日本社

会が戦争を肯定的に捉えたことなど、社会全体

が非倫理的行動を受け入れてしまったことがあ

り、権威主義には共通した特徴が存在する。ま

た、ホロコーストという残虐な行為を受け入れ、

組織的に行なわれるに至った経緯を分析したも

のとしてホロコースト研究が存在する。 

属人思考とは、岡本 (2001, 2005) による造語

であるが、物事の良し悪しを判断する上で、本

来であれば物事の内容で良否を判断すべきとこ

ろを、誰が言っているのかと属人的に判断する

ことをいう。 

岡本 (2001, 2005) は企業不祥事発生のメカ

ニズムを、ホロコースト研究（Ⅱ-2）、権威主義

の特徴（Ⅱ-3）、属人思考研究（Ⅱ-4）に依拠し

て説明している。 

 

Ⅱ-2 ホロコースト研究 

ホロコースト研究には 3 つの研究がある。1 つ

目は非倫理的行動の起点となる人格に関する

Adorno (1950) による権威主義的パーソナリテ

ィの研究、2 つ目はその非倫理的行動があたか

も当然の行動のごとく組織へと広がってしまう

Milgram (1974) による服従実験、3 つ目が Asch 

(1955) の同調実験である。それぞれについて簡

潔に説明していく。 

 

Ⅱ-2-1 アドルノの権威主義的パーソナリティ¹ 

Adorno (1950) の権威主義的パーソナリティ

の研究は、ホロコーストの首謀者であるヒット

ラーの人格に関する研究ではなく、反民主主義

的な考えや行動に影響されやすい個人の共通し

た精神構造を見出すことにあり、「ファシズム尺

度」(Adorno 1950, 54)という質問票から 9 つの人

格の心理的傾向を見出した。その主な特徴は、

人は権威に対して無批判に服従する傾向があり、

ある特定の教養や教条をいったん受け容れると、

それがすべての善悪の判断になる点にある。例

えば、ある指示が出ると、その指示を絶対的な

ものと思い込み、その実行のためであれば非倫

理的な行動を取ってでも成し遂げなければなら

ないと考える傾向が生まれる。岡本 (2001) は、

「その企業に権威主義的な企業風土、または職

場で鍵となる人物が権威主義的パーソナリティ

の持ち主」(岡本 2001, 129) である場合、企業不

祥事を発生させる可能性があると主張している。

しかし、パーソナリティを Adorno (1950) は、

「個人の内部に存在する」(Adorno 1950, 16)とし、

照井 (2013) は、「社会環境の圧力のもとで成長

する」(照井 2013, 96)としている。これらのこと

から不正に至る流れは次のように考えられる。

企業や経営者から何らかの方針・目標が出され

る。このこと自体は権威の行使であり問題はな

い。しかし、職場で鍵となる人物が権威主義的

パーソナリティを有する場合や、その企業に権

威主義的な企業風土があると、その方針や設定

された目標を達成することが善悪の判断となる。

目標達成という環境の圧力が権威主義的パーソ

ナリティを表出させ、その方針・目標達成が絶

対的なものとなり、目標達成のためには非倫理

的行動をとることに対して自らを正当化してし

まう。 

 

Ⅱ-2-2 ミルグラムの服従実験² 

Milgram (1974) による服従実験とは、権威に

服従すると非倫理的な行動であっても実行して

しまうことを実証実験で明らかにしたものであ

る。その実験は「記憶と学習の研究」と名付け

られた仕組まれた実験（やらせ）であり、被験

者の先生役が 40 名募集された。この実験の登場

人物は、実験実施者と、被験者である電気ショ

ックを与える先生役、そして電気ショックを受
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ける生徒役である。そのうち実験実施者と生徒

役は実験の協力者で、決められた演技をする者

（以降サクラと呼ぶ）である。その実験は、信

頼性を高めるためにエール大学の相互作用実験

室で行われた。実験内容は、被験者の先生役が

サクラの生徒役に対して問題を出していく。答

えが正解であれば何も行わず、答えが不正解の

場合、電気ショックを与え、その電気ショック

の大きさは不正解するたびに大きくしていく。

そして、その最大の大きさは 450 ボルトと過酷

なものとなっている。実験の結果、40 名の被験

者のうち、65%である 26 名が命令に従い最大

450 ボルトまで生徒を罰し続けてしまった。こ

の実験で、人間が極めて権威に弱いこと、そし

て人間の権威への服従を引き出すことが容易で

あることがわかった。 

 

Ⅱ-2-3 アッシュの同調実験³ 

アッシュの同調実験とは、社会心理学者の

Asch (1955) によって行われた人間が集団の圧

力に対してどのように同調するかの実験である。

8 人 1 組で「知覚能力の実験」と称する仕組ま

れた実験に被験者は参加する。8 人のうち 7 人

がサクラで、1 人が真の被験者である。実験方法

は 2 枚の紙があり、1 枚の紙には黒い長さの違

う線が ABC と 3 本書かれ、もう 1 枚にはその

中の 1 本と同じ長さの黒い線が書かれている。

明らかにどの線が同じ長さかわかるように簡単

に書かれている。そして、ABC どの線が 1 本だ

け書かれた線と同じ長さかを順番に 8 人が答え

ていく。被験者の答える順番は 7 番目（うしろ

から 2 番目）で、最初の数回は皆間違えず同じ

長さの線を答えていく。しかしその後、被験者

の前の 6 人がわざと次々と同じ長さではない C

の線であると答えていく。すると最初の 1 人、

2 人のうちは「何を間違った答えをしているの

だ」と被験者は気楽に見ているのだが、その数

が 4 人・5 人と増えてくると「何か光の加減で

見え方が変わったのか」と自信がなくなってく

る。そしてついには皆と同じ C という間違った

答えを選んでしまう。全ての被験者が同調した

わけではないが、このことで、異なる意見を持

った大勢を前にして、いくら正しいことであっ

ても一人だけで違う意見することは非常に難し

いことがわかった。 

 

Ⅱ-3 権威主義の特徴 

権威主義には、①権威の代理行使、②排除行

動、③非倫理的行動が自己修正機能を失う、④

外部の力でしか終焉しないという特徴がある。

それぞれについて簡潔に説明を行う。 

権威の代理行使とは権威行使にあたって、有

効な手段を活用することをいう。ナチス・ドイ

ツでは独特の掛け声で服従・同調に拍車をかけ、

当初良心の痛みを感じていた人々へも思想が広

がり、やがて権威主義を形成し、ついには大量

殺戮という残虐な行動を引き起こした。この掛

け声が権威を行使する手段となったのである。

日本では「お国のため」等という言葉が該当し、

戦争と直接関係のない権威を利用して戦争を進

行させ、多くの兵士が服従・同調し、自分の命

をいとわず戦った集団的行動を導き出した。 

排除行動とは、播本 (2014) が「欲しがりませ

ん勝つまでは」という言葉を、「戦時中ではその

言葉は正しいものとして （中略） この言葉に

異議を唱えようものなら『国賊』『非国民』扱い

された」(播本 2014 , 84-85)と権威主義の進行に

対して異議を唱え、従わない者が排除されたこ

とを示している。そして、「権威主義的風土のも

とでは、権威主義の強い人が力をふるい、そう

でない人が失脚したり、自らよそへ異動したり

することになる。そうすると、組織の中に権威

主義的な人の比率が高くなる」(岡本 2005 , 161)

のである。 
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非倫理的行動が自己修正機能を失う様は、丸

山 (1964) によるファシズム支配されていく過

程が表している。「日本では政治の最高責任者達

が、位の低い『無法者』達による圧力の言いな

りとなりコントロールできず、ロボットのごと

く操られ、ドイツでは『無法者』達によって政

府が乗っ取られた」(丸山 1964, 129-130)という

ものである。国内経済の状況が悪くなり、国民

の生活が困窮すると、不満を主張する反民主主

義的な職位の低い無法者に国民が賛同し勢力を

持ち始める。そして、権威主義が形成されると

暴走を始め、無法者による非倫理的行動が自己

修正機能を失うということである。これは、一

度行われてしまった不正を上位の者が知っても

止めにくいことを表している。そして、自己修

正機能を失うと外部の力でしか終焉を迎えられ

なくなる。ナチス・ドイツと日本の両者の権威

主義を終焉させる外部からの力はいずれも敗戦

であった。 

 

Ⅱ-4 属人思考研究 

鎌田ほか (2003) は、組織における違反を個

人的違反と組織的違反の 2 つに分け研究を行っ

た。その結果、組織的違反行為は属人主義的風

土との関連性が高く、組織的違反行為を防止す

るためには属人主義的風土を低減させる方策が

有効であることを明らかにした。この研究によ

って岡本 (2001, 2005) が主張する日本の企業

不祥事の心理的構造には、属人思考という特徴

が存在することが明らかとなった。そして、岡

本 (2007) は、組織的違反を抑制するためには、

自らの仕事に対して高邁な使命感を持つ「職業

に対する『ノブレス・オブリジェ 』の感覚」(岡

本 2007 , 10) が重要だと主張している。しかし、

星野他 (2008) は、属人主義的風土という概念

について疑問を抱き次のような研究を行った。

そこでは対象を属人主義的風土だけでなく、成

果主義の度合いなどの経営によって操作可能な

変数や、経営によって操作できない環境要因で

ある組織の業績や市場での競争圧力も含めて考

察している。さらに、組織風土の説明変数とし

て派閥的行動と職場の同僚・上司への信頼感も

加えて調査を行った。その結果、派閥的行動が

強い職場ほど職場での不正・違反行為の風土が

高まること、その一方で、経営陣による道徳的

なリーダーシップが発揮されており、職場にお

ける信頼が高い職場ほど職場での不正・違反放

置の風土が減少する結果となった。この結果に

より属人主義的風土も一定の影響を与えている

が、上記変数に比べるとその影響は小さいこと

が明らかになった。そのため属人主義的風土以

外のさまざまな説明変数を同時に測定し、モデ

ル投入した場合には、岡本・鎌田 (2006) の主張

は必ずしも支持されないと述べ、その他の要因

として成果主義や派閥的行動が職場での不正・

違反放置の風土を醸成しやすいことを示した。 

 

Ⅲ-1 企業不祥事の心理的構造 

ここからは、Ⅱ-1 からⅡ-4 までの過去の研究

蓄積を基に企業不祥事を生む心理的構造の説明

フレームワークの作成を行う。 

 企業不祥事とナチス・ドイツが行ったホロコ

ーストは単純には比較できない。しかし、人間

の非倫理的な行動を、知らず知らずの間にやり

遂げなくてはならないミッションへと変貌させ

るという常識的には理解が困難な現象が実はい

つも簡単に生じる。つまり、権威主義が形成さ

れていくことは、研究や実験により明らかにさ

れている。そして個人の心理的行動が、集団的

メカニズムへと発展していく様も解明されてい

る。この権威主義を形成し、企業不祥事を発生

させてしまうメカニズムを、ここまでの研究を 
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基に企業不祥事の心理的構造（説明フレームワ 

 

―ク）として図式化したものが図 1 である。 

図 1 企業不祥事の心理的構造 

（出所）先行研究を基に筆者作成 

 

まず、権威を持つ経営者や企業によって何ら

かの方針・目標が出される。これは単なる権威

の行使にすぎない。しかし、職場で鍵となる人

物が権威主義的パーソナリティの持ち主である、

または、権威主義的企業風土が醸成されている

と、環境の圧力を感じて Adorno (1950) の権威

主義的パーソナリティが表出する。すると、そ

の方針・目標がすべての善悪の判断基準である

と理解され、方針・目標を達成することが善で

あり、方針・目標が達成できないことが悪であ

るという極端な考え方になってしまう。そうな 

ると方針・目標を達成するために、自ら不正行 

為を行ったり、不正行為の指示を出したり等の

非倫理的な行動を起こしてしまう。さらに、「会

社のため」等という権威や影響を利用した代理 

行使が行われると、他者の不正に対する罪悪感 

が希釈され、服従、同調を助長し、不正行為を 

行うことをあたかも自らの役割として受け入れ

てしまう。もちろんそのような状況に疑問を感

じる者はいるが、目標を達成するために必要な

ことと理解し服従してしまう。この服従が

Milgram (1974) の服従実験で証明された心理的

行動を引き起こしてしまう。服従しない者は、

戦時中の日本の権威主義と同様に、目標達成へ

の非協力者という理由から、自ら退社・異動の

希望、命令による部署替え等で排除され、同じ 

考えの集団を形成し、さらに権威主義が強固な

ものとなる。また、まだ権威主義に染まってい

ない者も、会議や打ち合わせの中で、自分の考 

えていることと違う意見が多数出てくると、自 

分の考えていることに自信がなくなり、違う意

見を自分の意見として受け入れ同調してしまう。
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Asch (1955) の同調実験で証明された人間の心

理である。これら 2 つの服従、同調の実験では、

被験者全員が服従、同調したわけではなく、高 

い確率でそうなるという結果である。しかし、

企業の中には 2 つの実験にはなかった上下関係

や利害関係が存在する。そして、命令系統があ 

り指示に従うことは、通常当たり前の環境にな

っている。そのため会社に属する人々が、いつ

の間にか服従、同調してしまう確率はさらに高

くなると考えられる。この図の太線で四角に囲

った内部が、権威主義が形成された閉鎖的な組

織となる。また、岡本 (2001, 2005)、岡本・鎌田 

(2006) の属人思考の研究は、この企業不祥事の 

心理的構造の権威主義的企業風土に関する研究

であり、星野 (2008) は環境の圧力の強弱に関

する研究となる。 

 

Ⅲ-2不正行為が行われるまでのフレームワーク  

図 1 の企業不祥事の心理的構造全体から導出

したフレームワークを伊藤 (2020)では、「権威

主義分析」（伊藤 2020, 28）のフレームワーク（以

下権威主義分析フレームワーク）とした。しか

し、本稿では、不正行為が行われるまでのメカ

ニズムに焦点を合わせ、以下の 6 つの構成要素

およびその定義を示し、そのフレームワークを

検討する。また、今回、権威主義分析フレーム

ワークで分析が困難であることについてはⅦ結

びにて言及する。 

 

① 何らかの方針・目標 

経営者から出された、もしくは企業の方針・

目標はどのようなものであったか。 

 

② 企業で鍵となる人物 

不正行為の実行・指示した者がどのような 

立場・役職の者か。 

 

③ 権威主義的パーソナリティ 

（②③は同一人物となる） 

 

④ 権威主義的企業風土 

その企業に不正行為が常態化し、企業風土が

指摘されている場合、権威主義的企業風土があ

るとする。 

 

⑤ 環境の圧力 

心の中に潜む権威主義的パーソナリティが表

出し、不正行為を行うに至った理由・動機。 

 

⑥ 目標達成のための不正行為 

行われた不正行為がどのような行為か。 

 

これらを図式化すると以下のようになる。 

 

図 2 不正行為が行われるまでのフレームワーク 

 

（出所）図 1 を基に筆者作成 
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本稿での分析にはテキストマイニング⁴を活

用する。テキストマイニングは「テキストデー 

タを、言語処理技術を用いて構造化データ・変

数に変換し、それをもとに知識発見、仮説発見

及び仮説検証を行う手法」(喜田 2018, 7)と定義

される。テキストマイニングの関連領域には内

容分析があり、内容分析にはテキストの中での

キーワードや概念の言及頻度を定量的に測定し

研究する顕在的内容分析と、引用や文章例をあ

げて定性的に解釈をおこなう潜在的内容分析が

ある。内容分析のプロセスは、①生データの選

択、②言語資料をいくつかのカテゴリに選択す

る、③生データの文章を観察し、言及頻度分析

にかけるキーワードを探し出す（コーディング）、

④時間をおいてから複数のコード者で同様の作

業を行い、キーワードの照らし合わせを行い、

キーワード選択を終える、⑤キーワードのコー

ド化フォーマット作成、⑥コード化した言及頻

度の結果をもとに推論・分析を行う。というプ

ロセスで行われる。なおコーディング作業にあ

たっては、コード化したキーワードがすべての

サンプルデータの中で必ずしも同じ語を用いて

語られているとは限らず、常にコードとサンプ

ルデータの観察を往復する必要が生じる。 

本稿での分析の試みは、図 2 で示したフレー 

ムワークを構成要素ごとに定義に沿うようコー

ド化し、共起ネットワークを用いた第三者委員

会のテキスト分析によって、先行研究から導出

された企業不祥事の心理的構造の中の不正行為

が行われるまでのフレームワークの説明力を確

かめるものである。換言すれば、図 1 および図

2 は既存研究からロジカルに導出された説明フ

レームワークであるが、それが現実事象を説明

する頑建性を有するかどうかを確認することを

試みているのである。この分析に活用する第三

者委員会等による報告書は、17 社⁵分を対象と

する。 

 

 ここでは、コーディングルールのキーワードの 

抽出根拠を示す。 

 

① 何らかの方針・目標 

河合 (2004)によって上場企業を対象に行わ

れたアンケート調査項目の、「企業環境および戦

略」の中で、回答企業に良く当てはまっている

「利益機会への対応」、「コスト効率性」(河合 

2004, 42) を基に考えられるキーワードを選択

した。 

 

② 企業で鍵となる人物 

どの階層の人物が不正行為と関わっているか

を共起ネットワークで探るため、役職や職位に

関するキーワードを役員・取締役などの語を含

む「役員」、課長・部長などの管理的職位のキー

ワードを含む「管理者」、係長・班長などの現場

リーダー的職位のキーワードを含む「現場の上

位者」、担当者・スタッフなど実務担当レベルの 

職位のキーワードを含む「担当者」というコー

ドを設定した。 

 

③ 権威主義的パーソナリティ 

 権威主義的パーソナリティは不正行為を行う

人物、または不正行為を行うように指示をした

人物（正確にはその人物のパーソナリティ）を

指すが、ここでは不正行為そのものではなく、

その指示やそれに従う行為に関わるサ変名詞⁶

を中心に選択した。 

 

④ 権威主義的企業風土 

権威主義的企業風土のキーワード選択は先行

研究である岡本・鎌田 (2006) の権威主義的風

土に関する説明と、品質不祥事に関する先行研
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究である柏木 (2018)、汪 (2020) からキーワー

ドの抽出を行った。 

 

⑤ 環境の圧力 

「環境の圧力」は星野他 (2008)、柏木 (2018)、 

汪 (2020)からキーワードの抽出を行った。 

 

表 1 フレームワークのコーディングルール⁷ 

（出所）筆者作成 

⑥ 目標達成のための不正行為 

各社の不正行為および柏木 (2018)、汪 (2020) 

からキーワードの抽出を行った。 

 

これらを基にコード化したものが表 1 である。 

 

 

 

 

      コード                            キーワード

①*何らかの方針・目標

seq(生産-拡大) or seq(人員-低減) or seq(年次-計画) or seq(業績-回復) or seq(工場-要求) or seq(売上-増大) or seq(人員-削減) or

seq(工数-低減) or seq(コスト-削減) or seq(コスト-低減) or seq(コスト-抑制) or コスト＋ダウン or seq(コスト-優先) or seq(経費-

削減) or コストダウン or seq(コスト-カット) or seq(生産-優先) or seq(売上-重視) or seq(売上-確保) or seq(収益-確保) or seq(売上

-拡大) or seq(業績-優先) or seq(利益-優先) or seq(売上げ-優先) or seq(売り上げ-優先) or seq(売上-優先) or seq(収益-拡大)

②*管理者
課⾧ or 部⾧ or 室⾧ or 所⾧ or 上⾧ or 次⾧ or 署⾧ or 責任者 or 幹部 or 上司 or マネージャー or 工場⾧ or 管理者 or 管理職 or 部門

⾧ or センター⾧ or カンパニー⾧

②*現場の上位者 係⾧ or 班⾧ or 組⾧ or 職⾧ or 主任 or 先輩 or 工⾧ or 責任者

②*担当者 正社員 or 課員 or 部員 or 検査員 or 担当者 or スタッフ or 社員

②*役員 社⾧ or 会⾧ or 役員 or 取締役 or 専務 or 常務 or 上層部 or 経営陣

➂*権威主義パーソナリティ 指示 or 行う or 行為 or 関与 or 判断 or 了承 or 決定 or 合意 or 承認 or 不適切+行為 or 了解 or 黙認 or 認識 or 正当化

④*権威主義的企業風土

閉鎖 or 体質 or 社風 or 好き嫌い or かばう or 諦める or 雰囲気 or seq(コミュニケーション-不足) or seq(コミュニケーション-不全)

or seq(コミュニケーション-とる-ない) or seq(コミュニケーション-希薄) or seq(コミュニケーション-十分-ない) or seq(コミュニ

ケーション-不十分) or seq(コミュニケーション-問題) or seq(意見-聞く-ない) or seq(意見-受け入れる-ない) or seq(意見-躊躇) or

慣習 or 慣例 or 慣行 or 暗黙 or 形式的 or 形式化 or 形骸 or 形式 & 表面 or 叱責 or seq(部門-圧力) or seq(部署-圧力) or 風土 or

seq(現場-依存) or seq(現場-軽視)

⑤*環境の圧力

seq(生産-能力) or 命題 or seq(納期-優先) or seq(受注-拡大) or seq(顧客-要求) or 競合 or seq(効率-優先) or seq(効率-向上) or

seq(人手-不足) or seq(人員-不足) or seq(コスト-競争) or seq(価格-競争) or seq(設備-老朽) or seq(工場-老朽) or seq(投資-消極) or

seq(検査員-不足) or seq(グローバル-競争) or seq(コスト-守る) or seq(工程-能力) or seq(人数-不足) or 生産+至上 or seq(業績-悪

化） or 競争＆厳しい or 競争＆激しい or 競争＆熾烈 or seq(業績-低迷) or seq(業績-低迷) or seq(売上-低下) or 赤字 or seq(業績-悪

化） or seq(業績-影響) or seq(売上-悪化) or seq(売上-影響) or プレッシャー

⑥*目標達成のための不正行為

seq(品質-データ-改竄) or seq(品質-データ-改ざん) or seq(データ-改竄) or seq(データ-改ざん) or seq(不適切-検査) or seq(データ-

ねつ造) or seq(データ-捏造) or seq(データ-不正) or seq(不正-検査) or seq(無資格-検査) or seq(虚偽-表示) or seq(不正-表示) or

seq(不適切-表示) or seq(不正-競争) or seq(検査-不正) or seq(検査-不正) or seq(データ-書換え) or seq(規格-違反) or seq(規格-不

正) or seq(規格-改ざん) or seq(データ-捏造) or seq(検査-捏造) or seq(原産地-ごまかし) or seq(試験-省略) or seq(未承認-変更) or

seq(不適切-製品-出荷) or seq(不適切-製造-方法) or seq(大臣-認定-不正-取得) or seq(不適切-任命) or seq(書類-齟齬) or seq(不適

切-製造) or seq(検査-未実施) or seq(検査-間引き) or seq(品質-偽装) or seq(証拠-隠滅) or seq(情報-漏洩) or seq(情報-改ざん) or

seq(虚偽-説明) or seq(証拠-隠滅) or seq(不適切-整備) or seq(不適切-点検) or seq(未承認-変更) or seq(未承認-移管) or seq(未承認

-OEM) or seq(未承認-外注) or seq(不適切-作業-訓練) or seq(不合格-合格)
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表 1 に示したコーディングルールに基づいて 

共起関係の結果を共起ネットワークに描写した 

ものが図 3 である。なおここでは、各概念間の 

共起の関係を探ることが目的であり、概念の言 

及頻度比較を行うわけではないためノードのサ 

イズの大小で言及頻度を表すことはせず、すべ 

てのノードのサイズは同じサイズとして描画し 

ている。また強い共起関係ほど濃い線で表し、 

各ノードの最小スパニング・ツリー⁸を強調表示 

した。ノードを結ぶエッジ（線）上の数字は概 

念間の共起関係を表す Jaccard 係数⁹である。 

この係数に基づく上位 50 位の共起関係を描画 

している。

図 3 不正行為が行われるまでのフレームワークの共起ネットワーク 

 

（出所）表 1 のコーディングルールにより共起関係を描画 

企業もしくは経営者から出された何らかの方

針・目標と環境の圧力と、権威主義的企業風土

と役員と、環境の圧力と担当者と、担当者と権

威主義的パーソナリティと、権威主義的パーソ

ナリティと目標達成のための不正行為との関係

が強調されている。この共起ネットワークから
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読み取れる内容を要約すると以下のとおりであ

る。 

 

・何らかの方針・目標が出される事で、環境の 

圧力が生じる。 

・環境の圧力は担当者が受けやすい。 

・担当者から権威主義的パーソナリティが表出 

することが多い。 

・権威主義的パーソナリティが目標達成のため 

の不正行為を行う。 

・権威主義的企業風土の醸成には役員など組織

上層部の行為（ないしは無作為）が関係して

いる。 

 

図 4 共起ネットワークで明らかになったメカニ

ズム 

 
（出所）共起ネットワークを基に筆者作成 

 

上記要約を図式化したものが図 4 である。何 

らかの方針・目標から環境の圧力が生じ、その 

環境の圧力を部署の担当者が受けることより権 

威主義的パーソナリティが表出し、方針・目標 

を達成するための不正行為を行う。権威主義的 

企業風土は役員との関係が他の変数より係数が 

わずかに上回っており強調表示されているが、 

その係数は何らかの方針・目標、環境の圧力、 

管理者においても近似しており、主に組織上層 

部による方針や目標の環境圧力により醸成され 

るものと読みとれる。このことから不正行為が 

行われるまでのフレームワークと概ね整合的で 

あると考えられる。異なる点を指摘するならば、 

権威主義的企業風土と権威主義的パーソナリィ 

との関係性がフレームワークのように明確には 

表れていない点である。 

 

本稿では、テキストマイニングによって品質 

不祥事に関する第三者委員会報告書の分析を行

い、先行研究から導出した企業不祥事を発生さ

せる心理的構造の中の不正行為が行われるまで

のフレームワークの説明力についての確認をお

こなった。結びにあたって課題を示す。まず、

第三者委員会報告書を基に企業不祥事が発生す

る心理的構造全体である「権威主義分析フレー

ムワーク」をテキストマイニングで行うには恣

意的なキーワード選択が必要となる可能性があ

り、分析の信憑性を担保するために限界である

と判断した。また、品質不祥事発生のメカニズ

ムについて「権威主義」という一定の枠組みの

中で、品質不正にかかわる人物の人間心理につ

いてとらえてきたが、より広く人の心理につい

ての記述を探索していく場合には、「心理」や「感

情」などと関連するキーワードの計量を行い、

データの確認を行う方法などが考えられる。同

時に、第三者委員会報告書等の記載事項のみで

読み取ることが限界である可能性も排除はでき

ない。 

 

(本稿は未定稿であるため、参照・引用はお控え

ください) 
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（注） 

¹権威主義的パーソナリティの要約を作成する

にあたり、Adorno (1950) 、岡本 (2001, 

2005) 、白銀 (2015) 、曽良中 (1983) 、

照井 (2013) を参照した。 

²ミルグラムの服従実験を要約するにあたり、

Milgram (1974) 、岡本 (2001, 2005) を参

照した。 

³アッシュの同調実験を要約するにあたり、Asch 

(1955) 、岡本 (2001, 2005) を参照した。 

⁴分析にあたっては、テキストデータの計量分析

用ソフトウェア「KH Coder」を使用した。 

⁵対象とした第三者委員会等の報告書は、オエノ

ンホールディングス (2014)、東洋ゴム工

業株式会社(2015)、三菱自動車工業株式

会社 (2016)、日産自動車株式会社 (2017)、

シチズン時計株式会社 (2018)、三菱マテ

リアル株式会社 (2018)、株式会社神戸製

鋼所 (2018)、コスモエネルギーホールデ

ィングス (2018)、雪印メグミルク株式会

社 (2018)、GMB 株式会社 (2018)、株式

会社 SUBARU (2018)、日立化成株式会社

(2018)、株式会社クボタ (2018)、KYB 株

式会社 (2019)、住友重機株式会社 (2019)、

スズキ株式会社 (2019)、株式会社フジク

ラ (2019)の 17 社である。 

⁶サ変名詞とは、「するをつけると動詞化する名

詞」(増田 2012, 22)であり、「質問」、「答

弁」、「計画」、「教育」、「支援」等がある。 

⁷コーディングルールの seq( )は文中に (  )内

の語が表記された順番で近接して出現し

た場合にそのコードが出現したものとカ

ウントする。例えば「当社は、徹底した

コストの削減と生産拡大を経営目標とし、

各事業ユニットへの大幅な権限委譲を行

った」という文章を例にとると、「何らか

の方針・目標」というコードにおける

seq(コスト-削減)というコーディングル

ールから、「何らかの方針・目標」という

コードが 1 回出現したものとカウントさ

れる。 

⁸千田他 (2018) は「語と語をつなぐ線が多くな

った場合にはどの線が重要なのかの手が

かりがあったほうが図を解釈しやすい場

合がある」とし、「重要なものを抽出し、

明確化するために」「一番重要な線だけで

表現する」(千田他 2018, 28)ものを最少

スパニングツリーであると説明している。 

⁹Jaccard 係数は語が共起しているかどうかを 

重視する係数であり、1 つの文書の中に

語が 1 回出現した場合も 10 回出現し

た場合も単に「出現あり」と見なして、

語と語の共起をカウントする(樋口 2020, 

180)。 
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